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○下関市附属機関設置条例 

平成22年３月26日 

条例第３号 

（趣旨） 

第１条　法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めのあるものを除くほか、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項及び地方公営企業法（昭和27年法律第292

号）第14条の規定に基づき、執行機関及び公営企業管理者の附属機関（以下「附属機関」

という。）の設置に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（附属機関の設置及び担任事務） 

第２条　市は、別表の附属機関を設置する。 

２　附属機関は、別表に掲げる附属機関の属する執行機関等の要請により、それぞれ同表に

定める担任事務を行う。ただし、下関市PFI事業審査委員会については、市長又は市長及び

教育委員会の要請により、その担任事務を行うものとする。 

（委任） 

第３条　この条例に定めるもののほか、前条第１項の附属機関の組織、委員その他必要な事

項は、当該附属機関の属する執行機関等が別に定める。 

附　則 

（施行期日） 

１　この条例は、平成22年４月１日から施行する。 

（下関市総合計画審議会条例等の廃止） 

２　次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 下関市総合計画審議会条例（平成17年条例第15号） 

(2) 下関市住居表示審議会条例（平成17年条例第20号） 

(3) 下関市特別職報酬等審議会条例（平成17年条例第51号） 

(4) 下関市立小学校及び中学校通学区域審議会設置条例（平成17年条例第101号） 

(5) 下関市立学校の結核対策に関する検討委員会条例（平成17年条例第105号） 

(6) 下関市立図書館運営協議会設置条例（平成21年条例第68号） 

(7) 下関市地域福祉計画審議会条例（平成18年条例第45号） 

(8) 下関市上下水道事業経営審議会条例（平成18年条例第49号） 

（下関市総合計画審議会条例等の廃止に関する特例） 
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３　この条例の施行の際現に前項各号に掲げる条例の規定により設置されている附属機関

（以下「旧附属機関」という。）は、第２条の規定に基づいて設置される同一の名称の附

属機関（以下「新附属機関」という。）となり、同一性をもって存続するものとする。 

（附属機関の委員の任命等の特例） 

４　この条例の施行の際現に旧附属機関の委員である者は、この条例の施行の日において、

新附属機関の委員として委嘱又は任命されたものとみなし、その任期は、旧附属機関の委

員としての任期の残任期間と同一の期間とする。 

附　則（平成22年６月22日条例第32号） 

この条例は、平成22年７月１日から施行する。 

附　則（平成23年３月30日条例第５号） 

この条例は、平成23年４月１日から施行する。 

附　則（平成23年６月24日条例第33号） 

この条例は、平成23年７月１日から施行する。 

附　則（平成23年12月21日条例第46号） 

この条例は、平成24年１月10日から施行する。 

附　則（平成24年３月27日条例第７号） 

この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

附　則（平成25年３月１日条例第７号） 

この条例中別表　市長の部　下関市公営施設管理公社経営検討委員会の項の改正規定は公

布の日から、その他の規定は平成25年４月１日から施行する。 

附　則（平成25年６月25日条例第37号） 

この条例は、平成25年７月１日から施行する。 

附　則（平成26年３月28日条例第５号） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

附　則（平成26年９月30日条例第56号） 

この条例は、平成26年10月１日から施行する。 

附　則（平成26年12月18日条例第73号） 

（施行期日） 

第１条　この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行

する。 

(1) 別表　市長の部　下関市小児慢性特定疾患審査協議会の項を削る改正規定　平成27年

１月１日 
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(2) 別表　市長の部　下関市入札監視委員会の項の改正規定　平成27年２月13日 

(3) 別表　教育委員会の部　下関市就学指導委員会の項の改正規定　平成27年４月１日 

附　則（平成27年３月30日条例第４号） 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

附　則（平成28年３月24日条例第７号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

附　則（平成29年３月６日条例第３号） 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

附　則（平成31年３月27日条例第５号） 

この条例は、平成31年４月１日から施行する。 

附　則（令和２年３月24日条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附　則（令和３年３月８日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附　則（令和３年６月30日条例第35号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附　則（令和４年３月30日条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附　則（令和４年６月27日条例第20号）抄 

（施行期日） 

１　この条例は、令和４年７月１日から施行する。 

附　則（令和５年３月29日条例第18号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

附　則（令和５年12月21日条例第50号）抄 

（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

附　則（令和７年３月５日条例第１号） 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

 
附属機関の属

する執行機関

等

附属機関 担任事務 委 員 の

定数



4/6

 
市長 下関市総合計画審

議会

下関市総合計画について、必要な事項を

調査審議すること。

60 人 以

内

 
下関市慣行策定委

員会

市民憲章その他の市の慣行について、必

要な事項を調査審議すること。

10 人 以

内

 
下関市いじめ問題

再調査委員会

いじめ防止対策推進法（平成25年法律第

71号）第30条第２項に規定する同法第28

条第１項の規定による調査の結果につ

いて、必要な事項を調査すること。

10 人 以

内

 
下関市公共施設マ

ネジメント推進委

員会

公共施設マネジメントの推進について、

必要な事項を調査審議すること。

５ 人 以

内

 
下関市PFI事業審

査委員会

民間資金等の活用による公共施設等の

整備等の促進に関する法律（平成11年法

律第117号）に基づく実施方針の策定、

特定事業（同法第２条第２項に規定する

特定事業をいう。）の選定、民間事業者

の選定等について、必要な事項を調査審

議すること。

公 共 施

設 等 の

整 備 等

に 関 す

る 事 業

ご と に

組 織 し

た そ れ

ぞ れ の

委 員 会

に つ き

７ 人 以

内

 
下関市特別職報酬

等審議会

市議会議員の議員報酬の額並びに市長

及び副市長の給料の額について審議す

ること。

10 人 以

内

 
下関市芸術文化振

興奨励賞選考委員

会

下関市芸術文化振興奨励賞の受賞候補

者の選考について、必要な事項を調査審

議すること。

20 人 以

内

 
下関市住居表示審 住居表示に関する法律（昭和37年法律第 15 人 以
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議会 119号）に規定する方法による住居表示

の実施について、必要な事項を調査審議

すること。

内

 
下関市人権施策推

進審議会

人権教育及び啓発の推進並びにその他

人権施策推進について、必要な事項を調

査審議すること。

35 人 以

内

 
下関市男女共同参

画協議会

男女共同参画推進のための基本計画及

びその施策について、必要な事項を調査

審議すること。

15 人 以

内

 
下関市地域福祉計

画審議会

社会福祉法（昭和26年法律第45号）第107

条の規定に基づく下関市地域福祉計画

について、必要な事項を調査審議するこ

と。

13 人 以

内

 
下関市予防接種対

策委員会

予防接種法（昭和23年法律第68号）に基

づき市長が実施する予防接種による健

康被害について、医学的見地から調査審

議すること。

10 人 以

内

 
下関市道路網検討

委員会

市の将来道路網の策定及び都市計画道

路の見直し等について、必要な事項を調

査審議すること。

16 人 以

内

 
下関市駐車場整備

計画審議会

下関市駐車場整備計画について、必要な

事項を調査審議すること。

16 人 以

内

 
下関市公共交通整

備検討委員会

公共交通整備計画の策定について、必要

な事項を調査審議すること。

15 人 以

内

 
下関市都市公園公

募設置管理事業者

選定委員会

都市公園法（昭和31年法律第79号）第５

条の２第２項第９号に規定する評価の

基準及び同法第５条の４第３項の規定

による設置等予定者の選定について、必

要な事項を調査審議すること。

５ 人 以

内

 
下関市入札監視委

員会

市が発注する工事等に関し、入札及び契

約手続に係る運用状況等並びに入札及

７ 人 以

内
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び契約に係る苦情について、調査審議す

ること。

 
教育委員会 下関市立学校適正

規模・適正配置検

討委員会

下関市立の小学校及び中学校の適正な

規模及び配置について、必要な事項を調

査審議すること。

13 人 以

内

 
下関市立小学校及

び中学校通学区域

審議会

下関市立の小学校及び中学校の通学区

域の設定及び改廃に関する事項につい

て、調査審議すること。

15 人 以

内

 
下関市教育支援委

員会

下関市立の小学校又は中学校に就学し

ようとする者及び在学する児童又は生

徒で、障害があるもの又はあると思われ

るものの教育支援について、必要な事項

を調査審議すること。

30 人 以

内

 
下関市立学校教材

審査会

下関市立の学校において使用する教育

委員会の承認を要する教材について、調

査審議すること。

12 人 以

内

 
下関市いじめ重大

事態調査委員会

下関市立学校におけるいじめの重大事

態に係る事実関係を明確にするために

必要な事項を調査すること。

10 人 以

内

 
下関市青少年補導

センター運営協議

会

下関市青少年補導センターの運営につ

いて調査協議し、及び下関市青少年補導

委員の候補者を推薦すること。

20 人 以

内

 
下関市生涯学習推

進協議会

生涯学習の推進及び振興について、必要

な事項を審議すること。

10 人 以

内

 
上下水道事業

管理者

下関市上下水道事

業経営審議会

水道事業及び下水道事業の経営につい

て、調査審議すること。

８ 人 以

内

 
ボートレース

事業管理者

ボートレース下関

レジャー・スポー

ツゾーン整備事業

審査委員会

ボートレース下関レジャー・スポーツゾ

ーン整備事業における事業者の選定等

について、必要な事項を調査審議するこ

と。

５ 人 以

内


